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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2026年 1 月） 

当レポートの著作権は株式会社帝国データバンク
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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2026 年 1 月） 
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新潟県内企業のうち正社員の人手不足を感じている企業の割合は、２０２６年１月時点で５１．

５％、非正社員の不足を感じている企業は２２．０％だった。業種別では、正社員・非正社員とも

に「運輸・倉庫」が最も高かった。顧客からの需要はあるが人手不足により受注できないとの声

もあるなか、現役世代の高齢化や引退により、正社員の人手不足割合は今後も高水準で推移す

る可能性が高い。 

 

 

株式会社帝国データバンク新潟支店は、新潟県４４５社を対象に、「雇用過不足」に関するアンケート調査を実施した。  

調査期間：２０２６年１月１９日～１月３１日（インターネット調査）  

調査対象：新潟県４４５社、有効回答企業数は２４３社（回答率５４．６％）  

SUMMARY 

2026/03/05  

業界別では、正社員・非正社員ともに「運輸・倉庫」

が最高 

 

５１．５％が正社員不足 
４年連続で半数超が続く 

目黒 健太郎（調査担当） 
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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2026年 1 月） 

正社員不足の企業は５１．５％、１月としては４年連続の半数超 

２０２６年１月時点において新潟県で正社員の不足を感じている企業は５１．５％となり、１月としては４年

連続で５０%を超えた。前年同月（２０２５年１月、５３．９％）から２．４ｐｔ低下したものの、引き続き半数を超

える企業が人手不足を感じている。 

一方、非正社員の不足を感じている企業は２２．０％だった。前年同月（２９．９％）から７．９ｐｔ低下したも

のの、１月としては５年連続で２割を上回った。 

正社員・非正社員の人手不足割合  月次推移  

 

 

 

 

 

業種別：正社員、非正社員ともに「運輸・倉庫」が最高 

 正社員の不足を感じている企業の割合を業種別にみると、「運輸・倉庫」が８７．５％（前年同月比＋１．８ｐ

ｔ）で最も高かった。以下、「建設」（７５．０％、前年同月比＋４．４ｐｔ）が７割台で続いたほか、「サービス」（５

３．１％、同－９．４ｐｔ）、「小売」（４７．１％、同－２３．５ｐｔ）、「卸売」（４５．０％、同＋１．７ｐｔ）が４割超で続い

た。 

一方、非正社員の不足を感じている企業の割合でも、「運輸・倉庫」が６０．０％（前年同月比－１５．０ｐｔ）

で最も高かった。次いで、「サービス」（３０．６％、前年同月比－２３．５ｐｔ）、「建設」（３０．０％、同＋１０．０ｐ

ｔ）が３割台で続いた。 
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人手不足割合  業種別  

 

 

 

 

 

まとめ：大幅な改善はみられない正社員の人手不足割合、 

高齢化や引退により人手不足は今後も続く可能性 

２０２６年１月時点で、新潟県内企業のうち正社員の人手不足を感じている企業の割合は５１．５％、非正

社員では２２．０％だった。どちらも前年同月より改善したが、正社員に比べて非正社員に、より改善傾向が

みられた。 

正社員に関しては、１月としては４年連続で半数超の企業が人手不足感を持っており、依然として高水準

の状態が続いた。業界別では、「運輸・倉庫」「建設」が７割を超えるなど高水準だった。また、非正社員にお

いても、「運輸・倉庫」が６割で最高となるなど、同業界の人手不足感が色濃く反映される結果となった。  

 ２０２５年には全国で「人手不足倒産」が４２７件発生し、３年連続で過去最多を更新した。年間として初め

て４００件を超え、建設業や物流業、老人福祉事業など労働集約型の業種で人手不足を理由とした倒産が

増加。さらに、賃上げ機運が高まるなか小規模企業を中心とした「賃上げ難型」の倒産の増加も懸念される。  

一方で、「新潟のソフトウェア開発案件は今後も多数見込まれるが、スキル要件に合致する従業員の十分

な確保は困難な状況が続くと考えられる。このため、必要なスキルを持つ人材をどのように確保していくか

が重要な課題となっている」（情報サービス）という声もあるように、人手を確保することで増収を目指そう

という企業は少なくないだろう。  

企業が求める条件にマッチした人材の不足も聞かれるほか、現役世代の高齢化や引退が進むなか、今後

も正社員を中心とした企業の人手不足割合は高水準で推移する可能性がある。 

正社員 非正社員  

（％） （％）

正社員 2024年1月 2025年1月 2026年1月 非正社員 2024年1月 2025年1月 2026年1月

建設 75.0 70.6 75.0 建設 15.0 20.0 30.0

不動産 0.0 50.0 0.0 不動産 - - 0.0 0.0

製造 34.3 41.3 39.3 製造 10.7 17.0 11.1

卸売 46.2 43.3 45.0 卸売 18.4 19.1 18.2

小売 53.3 70.6 47.1 小売 33.3 47.1 18.8

運輸・倉庫 87.5 85.7 87.5 運輸・倉庫 60.0 75.0 60.0

サービス 71.7 62.5 53.1 サービス 43.6 54.1 30.6
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新潟県・人手不足に対する企業の動向調査（2026年 1 月） 

業界 大企業 中小企業（小規模企業含む） 小規模企業

製造業その他の業界 「資本金3億円を超える」かつ「従業員数300人を超える」 「資本金3億円以下」または「従業員300人以下」 「従業員20人以下」

卸売業 「資本金1億円を超える」かつ「従業員数100人を超える」 「資本金１億円以下」または「従業員数100人以下」 「従業員5人以下」

小売業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員50人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員50人以下」 「従業員5人以下」

サービス業 「資本金5千万円を超える」かつ「従業員100人を超える」 「資本金5千万円以下」または「従業員100人以下」 「従業員5人以下」

注1：中小企業基本法で小規模企業を除く中小企業に分類される企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが上位3％の企業を大企業として区分

注2：中小企業基本法で中小企業に分類されない企業のなかで、業種別の全国売上高ランキングが下位50％の企業を中小企業として区分

注3：上記の業種別の全国売上高ランキングは、TDB産業分類（1,359業種）によるランキング

参考・全国「人手不足倒産」推移  

 
企業規模区分 

中小企業基本法に準拠するとともに、全国売上高ランキングデータを加え、下記のとおり区分。 
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